  3.　自治体の崩壊　

	

	【問題提起】

　東日本大震災では、災害・被災状況の確認、支援・復旧の要となるべき自治体の体制そのものが崩壊するという重大な事態が発生し、広域的な災害の場合の危機管理のあり方とともに、事業継続計画（Business Continuity Plan ＢＣＰ）の課題も顕著になりました。

①　自治体庁舎、支所等の崩壊と通信インフラの破壊

　　東日本大震災では、津波で流失した庁舎、支所のほかに、地震によって機能不全に陥った庁舎、支所なども多数発生しました。さらに、庁舎、支所の建物の被害がなくても、通信インフラが破壊されたところもありました。

②　システムの被災、通信の途絶

　　通信システムの被災や電話、携帯電話などの普通による通信の途絶は、安否確認だけでなく、災害発生、被害発生状況の確認にも支障をきたす問題となりました。

　　さらに今回は、自治体庁舎や支所等の流失や機能不全の問題は、行政情報システムのバックアップ問題を生じさせることになりました。

③　自治体職員等の犠牲

　　地震と津波、とりわけ津波は多くの自治体職員の犠牲をともなうとともに、消防団、社会福祉協議会、医療施設（公立、民間とも）、民間福祉施設、介護事業所などのスタッフの尊い命も数多く失われました。

④　災害支援インフラの崩壊

　　行財政改革などによる定数、人員削減、とりわけ現業職員の不在は、人だけの問題でなく、自治体所有車両、機器の不存在をともない、災害支援に支障をきたすことになりました。これは、人的ネットワークの機能にも影響を及ぼすことになりました。

　　そうした状況の中でも、「ハブ」（拠点）支援、後方支援拠点として、遠野市の果たした役割が高い評価をえることになりました。

⑤　自治体間支援

　　阪神・淡路大震災以降、災害相互支援協定の重要性が認識され、東日本大震災でもより一層注目されることになりました。そして姉妹都市協定のような日常的な交流（市民レベルの交流も含めて）の重要性が改めて確認されることになりました。またそれは、広域的な支援体制、複数自治体の支援体制として課題が浮上することにもなりました。

⑥　広域的な県の役割、国の役割

　　東日本大震災において顕著になった課題の１つに県の役割があります。被災初期から災害支援・復旧期を通じて、国との役割分担も含めて広域行政としての県の役割の明確化が求められます。

⑦　事業継続計画（ＢＣＰ）について

　　近年、多くの企業などで災害時に向けた事業継続計画（ＢＣＰ）が作成されるようになりましたが、東日本大震災では通信手段が機能すること、ＩＴが動くこと、トップが必ずいることなどを前提にＢＣＰを策定していたためＢＣＰがうまく機能しなかった例も多くありました。実践的に機能するＢＣＰを策定する必要があります。

	


【処方箋－１】自治体組織の防災力を高める　

①　公共施設の防災力

　　自治体庁舎（本庁舎、支所、出張所など）、ホールなどの集客施設、市民利用施設などの耐震性、情報基盤、非常用電源などの強化をすすめます。また、避難所となる学校の耐震強化も優先課題です。

②　災害時に機能する自治体人事政策

　　災害時に自治体が機能するためには、自治体職員としての総合性（災害時に必要とされる業務は勤務部署に関わりなくこなせること）や柔軟性（とりわけ被災者とのコミュニケーション）が重要になります。また、危機管理や医療・福祉、土木・建築・都市計画などの技術職・専門職の育成や、給食・調理、学校用務、道路維持補修などの現業職員の確保・育成も課題です。そのためには、自治体職員の採用政策、育成・ローテーション政策など、人事政策の抜本的な見直しを行うことが必要です。

③　災害時に職員はまず生き残ること、メンタル面での対応

　　災害時の緊急対応時に自治体職員は、危険な状況に遭遇することを覚悟しなければなりませんが、まず生き残ることを最優先に考え、徹底しなければなりません。災害支援・復旧業務には、専門家たる自治体職員が不可欠です。また、自治体職員のメンタルケアも重要です。他の自治体からの支援も含めて、災害時のケア体制を整えておくことが求められます。

【処方箋－２】自治体が自治体を助ける　

①　支援力、受援力の強化

　　実際に被災した場合に、当該の自治体に多くの応援者が来ます。しかし、これらの人たちを受け入れるための体制ができていないと現場で混乱し、機能しません。最近では「受援力」といわれ、支援を受け入れるための「受援計画」の作成の必要性が指摘されています。被災自治体では、職員の被災、庁舎の崩壊、コンピュータの破壊、器具・機材の破壊などで通常業務を行う体制と能力を欠いていること、そこに災害対応業務が加わり、平時とは全く異なる状況が生まれます。これに対して、外部の応援者は短期で入れ替わる、そのために応援者への指導、事務引き継ぎなどかえって仕事が増え負担となる、といったことも起こります。しかし、応援がなければ住民のニーズにはこたえられません。そうした状況を想定し、外部応援者が行うべき仕事、宿泊場所、食事などについてあらかじめ計画しておくことが重要です。しかし、最も基本的なことは、地元の職員、応援の職員同士が現地・現場で意思疎通をはかり、対応することです。可能であれば、相互応援を決めている自治体間で、平時に相互に実務研修を行っておくことができればと思います。

　　近年、いずれの自治体も職員が減少し、応援派遣が難しい状況にあるといわれていますが、こうした非常時に対応できる人員体制を崩さないよう自治体トップは心すべきです。

②　自治体間相互支援計画

　　自治体による災害時の支援のあり方は、いろいろです。国、知事会、市長会などによる応援要請、自治体間相互支援協定、姉妹都市などをベースにした様々な形態があります。特に、東日本大震災では、関西広域連合による被災地を特定しての支援が注目されました。いわゆる「対口支援」ですが、これは、支援先を特定することで効率よく支援が行えるという特徴があります。また、複数の自治体との相互支援協定は効果をあげたとされています。さらに岩手県遠野市など自治体による後方支援も実践され、大きな役割を果たしました。

　　さらに、復旧・復興を行うために技術者・専門的な能力をもった職員の長期の派遣が必要となります。送り出す自治体側もこうした技術者・専門家の数は少ないために派遣が難しい状況にありますが、東日本大震災では多くの職員が派遣され、大きな役割を果たしています。

【処方箋－３】事業継続計画（ＢＣＰ）をつくる

　近年、作成されることが多くなった事業継続計画（ＢＣＰ）ですが、東日本大震災ではうまく機能しなかった例も多く、実践的に機能するＢＣＰを策定する必要があります。トップが不在の場合の責任者や災害時に参集可能な人数の把握などを進めておかなければなりません。また、災害対策と継続すべき重要業務との両立、均衡をはかることが求められます。

　自治体は自らＢＣＰを策定するだけではなく地域の企業や学校、医療・福祉施設などにも普及させていくことが望まれます。特に医療、福祉サービスの継続は市民の生命にかかわる重要な問題となります。企業との関係では災害時の物資支援協定などをあらかじめ結び、いざという時に協力・連携ができるようにすることが重要です。地域全体の継続をはかる総合的な「地域継続計画」の策定が望まれます。

【処方箋－４】災害援助法及び諸法令の総合的運用／県の役割

　大規模災害が発生し、当該県内各地で被害が発生した場合、県内は被災しなかった市町村や他県、国からの救援活動の拠点として各種の防災資機材や物資を備蓄するとともに、応急活動要員の集結、物資の受け入れ、搬送車両の集結拠点となります。したがって日頃から、非常時のための施設の整備、点検を怠らないようにしなければなりません。

　市町村では確保しがたい専門職の配置など、人的な支援体制も整えるとともに、災害援助法や諸法令を総合的に運用し、市町村が国に問合せしなくても県が的確に判断し、迅速に対応することが求められています。また、市町村の意見、意向を集約し、国との連携、調整を行うことも重要です。市町村長が国まで出向いて要請するような愚を繰り返してはならないのです。
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